
 

1 
 

2021 年７月７日 
 

株式会社アイロムグループ 
 

業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針 
 
会社法第 399 条の 13 第１項第１号ロ及びハに定める体制（内部統制）の整備の基本方針は

以下のとおりとする。 
 
イ 当社および当社の子会社の役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制 
(1)当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の役職員は、倫理綱領・倫理

行動規範・コンプライアンスガイドラインに則り、適切に職務を執行する体制とする。 
(2)取締役は、取締役会規程、経営会議規則等に則り、適切に職務を執行する体制とする。 
(3)取締役は、法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、

遅滞なく取締役会やコンプライアンス委員会に報告するとともに、速やかに監査等委員

会に報告する体制とする。 
(4)監査等委員会からコンプライアンス体制についての意見および改善策の要求がなされた

場合は、取締役が遅滞なく対応し、改善を図る体制とする。 
(5)コンプライアンス体制の維持・向上を図るため、コンプライアンス委員会は、規則・マニ

ュアル類の整備およびコンプライアンス推進体制の実施状況を管理・監督し、当社グル

ープ役職員に対して適切な研修体制を構築する。 
(6)当社グループ役職員によるコンプライアンスに反する行為を早期に発見し是正するため、

社内外に通報窓口を設置し、適切に運用する体制とする。 
(7)反社会的勢力および団体との関係を遮断し、反社会的勢力および団体からの要求を断固

拒否するために担当部署を設置し、社内外の協力窓口と連携して対応する体制とする。 
 
ロ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
(1)取締役は、その職務の執行に係る文書（株主総会議事録や取締役会議事録等）その他の

重要な情報（電磁的記録等を含む）を、社内規程に基づき、それぞれの担当職務にしたが

い適切に保存し、かつ管理する。 
  
ハ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1)リスクの発生を防止するとともに、リスクが発生した場合の損害を最小限にとどめる体

制の維持・向上を図るため、リスクマネジメント規程を整備し、重要なリスクから優先し

て具体的な対応計画を策定し実行する体制とする。 



 

2 
 

(2)内部統制担当部門が中心となり、リスク管理状況について自己点検を行い、リスク管理

体制の維持・向上を図る体制とする。 
 
ニ 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
(1)当社は、定款に基づき重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に委任すること

ができることとしており、監督機能と業務執行機能とを分離することで、取締役会にお

ける意思決定の迅速を図る体制とする。 
(2)取締役会のほかに、経営会議を通じ、経営上重要な事項の諮問・審議を行うことにより、

より迅速な意思決定を適切かつ機動的に行う体制とする。 
(3)重要な会議には、必要に応じて監査等委員である取締役が出席して、業務執行取締役に

対する監督機能を果たす体制を構築する。 
 
ホ 当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
(1)子会社等の業務の適正を確保するため、関係会社管理規程を定め、規程に基づき業務の

執行の状況を管理する体制を確保する。 
(2)子会社等から定期的に業務、業績およびその他重要な事項に関する報告を求めるととも

に、当社の業務または業績に重大な影響を及ぼし得る事項につき、当社の事前承認を行

う体制を確保する。 
(3)「内部統制の整備及び運用状況の評価に関するガイドライン」を定め、内部統制担当部

門を設置し、内部統制の整備及び運用状況を適時に取締役会に報告する体制を構築する。 
 
ヘ 監査等委員会の職務を補助する組織とその独立性並びに監査等委員会からの指示の実

効性の確保に関する事項 
(1)監査等委員会を補助すべき使用人については、内部監査室に属する従業員とし、内部監

査室は、監査等委員会に直属するものとする。 
(2)監査等委員会の職務を補助すべき使用人である内部監査室に属する従業員の任命・異動

については、監査等委員会の同意を得て行うものとする。 
(3)内部監査室は、監査等委員会の指揮命令のもと職務を遂行することとし、取締役（監査

等委員である取締役を除く）からの独立性並びに監査等委員会からの指示の実効性を確

保する。 
 
ト 監査等委員会への報告体制と監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制 
(1)当社グループ役職員が当社の監査等委員会に報告すべき事項についての規程を定めると

ともに、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項に関する役職員の報告が、当

社の監査等委員会に対してより確実かつ迅速に行われまたは伝達される体制とする。 
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(2)前号に記載のない事項に関しても、当社の監査等委員会から報告を求められた場合は、

当社グループ役職員は遅滞なく当社の監査等委員会に報告する体制とする。 
(3)前各号の報告を行った者がその報告を理由として不利な取り扱いを受けないことを確保

する。 
(4)監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生

じる費用又は債務については、監査等委員の請求に従い支払その他処理を行う。 
(5)監査の実効性を向上させるために、監査等委員会から要請がある場合には、会計監査人

との連携を確保する体制とする。 
 

以 上 


